
　2006年（平成18年）4月からは、精神障害者も雇用率の
算定対象とすることになり、さらに、2018年（平成30年）
４月からは、法定雇用率の算定対象に加えることとされ、
2021年（令和3年）３月からは法定雇用率が2.3％に引き
上げられました。

■ 実雇用率と雇用されている障害者の数の推移
令和3年障害者雇用状況の集計結果（厚生労働省）
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注:法定雇用率は平成27年から平成29年までは2.0%、 平成30年から令和2年までは2.2%、令和3年は
    2.3%と なっている。
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同和問題(部落差別)とは、日本社会の歴史的過程において











■ 近所の人

気になる 気にならない わからない 無回答

11.9％ 73.2％ 12.5％

2.4％
■ 交際相手や結婚相手

■ 求人に対する応募者や職場の同僚

34.0％

8.2％ 76.5％ 12.7％

2.7％

41.8％ 21.4％

2.8％

● 結婚問題について
　結婚しようとする2人のうちどちらかが同和地区の出身と

いう理由で、周囲の人たちが結婚に反対し、2人の思いが遂

げられないことが今もあります。また身元調査によって出身

地が調べられるなどして、結婚に反対される場合もあります。

出身地について偏見をもつことや差別につながる身元調査を

行うことはあってはならないことです。

　憲法第24条では「婚姻は両性の合意のみに基づいて成立

するとされています。本人同士の意思が尊重されるよう、私

たち一人ひとりが偏見による誤った考え方をただしていくこ

とが大切です。

●71

　　　　　　　　　　　　　　　さらに、2021年（令和3

年）にも、戸籍謄本等の不正取得で逮捕された県外の行政

書士が、県内の複数の市町で不正が疑われる取得を繰り返

していたことが判明しています。

被差別部落出身者への認識  令和3年度 人権に関する県民意識調査
（滋賀県人権施策推進課）

　就職は一人ひとりの人間にとって、生活の安定や生きがいを求めるうえで、きわめて重要な意義をもっています。
その採用時や入社後に、家庭の状況や出身地などで差別することは許されないことです。

　近年、県内高校生における就職試験での不適正質問件数は、おおよそ横ばいの状況が続いており、調査会社による

就職差別につながる身元調査が問題になった事例や採用選考時の面接において不適正な質問がみられたり、採用内定後
においても不適正な書類の提出が求められたりする事例があります。また、応募段階において、インターネット等を利

用し「エントリーシート」などの帳票票類に家族の状況等を入力させる新しい形の就職差別につながるおそれのある事

例も見受けられます。

　採用選考においては、応募者の適性と能力に基づき、人権尊重の精神を根底にした差別のない公正な採用選考システ
ムの確立が必要です。

　「えせ同和行為」とは、「同和問題はこわい問題であり、できれば避けたい」という誤った意識に乗じて、何らかの利
権を得るため、寄付を募ったり、高額な書籍を売りつけたりする不当な行為などをいいます。

　「えせ同和行為」は、同和問題に対する誤った意識をうえつけ、同和問題の解決を阻む大きな要因となっており、そ

れを未然に防止するため、県、市町、県民および事業者等が一体となった対応が求められます。

　このため、滋賀県では広く県内の関係機関・団体等の参加を求め、「えせ同和行為」の排除に向けた情報収集や提供

　同県民会議では、「えせ同和行為」に関する相談活動の実施・集約、情報収集・提供、被害の未然防止に関する研修・

啓発活動などを行っています。近年、えせ同和行為の発生件数は大きく減少していますが、根絶されたわけではなく、

引き続き関係者が一体となって対応していくことが必要です。

を行う総合的な取組を推進する「えせ同和行為防止滋賀県民会議」を2009年（平成21年）11月に設立しました。

● 機関紙・図書等物品購入の強要

● 

● 

● 

寄付金・賛助金の強要

 　講演会・研修会への参加強要

●  　下請けへの参加強要

 機関紙等への広告掲載の強要

● 名簿の購入の強要

えせ同和行為の具体例

　この制度に少しでも多くの方が登録すること

により、不正請求の早期発見や
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